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事 業 十 画 書
一般社団法人 関西環境 開発セ ンター

は じめに

近年、 ビルメンテナ ンス業界を取 り巻 く社会情勢 は急速に変化 してい る。企業の生産性を維持 向上 し

なが ら労働時間を減 らし、有給休暇 を取 ると言 った内容の 「働き方改革」 が進 め られ る状況 において、

労働力不足解消が ビル メンテナンス業界 の常態化 した課題 となってい る。外国人労働者 の受入れや、清

掃作業 ロボ ッ トの導入 が議論 されているが具体的システムになるには、多 くの時間を要する状況 にある。
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、地球温暖化防止が国際的に議論 され る中、 日本においても温暖化 による気候変動が原因 と言わ

れ る豪雨や台風に よる 自然災害が発生 してい る。 目本 国内において も環境への配慮 にっいて法整備がな

され、具体的な行動計画が策定 され、実行 されつっある。 ビルメンテナンス業界に関す る動 きとして、

環境配慮促進法※1、 環境配慮契約法※2、 グリーン購入法 ※3と いった諸法令 について検討 され つっ あ

り、今後の ビル メンテナ ンス業務において も避 けて通れない状況の発生が予測 され る。

上記 の内容 は、 ビル メンテナンス業界が抱える解決 しなければな らない問題点のほんの一部 に過 ぎな

い が、一般社 団法人 関西環境開発セ ンター(以 下、KKC)は 一つひ とつ議論、研究を行 うことに よ り、 ビ

ル メンテナ ンス業界、会員企業が抱 える問題 の解決 に向けて、会員企業 と連携 し、役職員一丸 となって

取 り組み、KKCの 存続、発展 を 目指す ことにする。
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「環境情報の提供の促進等による特定事業者等の環境 に配慮 した事業活動の促進に関する法律」

「国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮 した契約の推進に関す る法律」

「国等による環境物品等の調達の推進等に関す る法律」

　 　

1。 基 本方 針

この法人 の事業の柱 を教育訓練関係事業、簡易専用水道検査 ・特 定建築物調査事業、及び諸施 設管理

運 営事業 とし、KKC及 び社会 を取 り巻 く厳 しい状況 に鑑み、従来 か らの事業を基本 とし、事業の見直

し改善 を図 りながら新規事業の開拓 について検討 を行 い、より効果 的、効率的に事業運営を進め、経営

の安定、組織 の強化を図 り、 ビル メンテナ ンス業界の発展 に寄与す ることを目標 とす る。

2.事 業 概要

〈協賛会員の新規会員の拡充〉

KKCは 、 ビル メンテナ ンス会員企業等 の人材育成を通 じて、業界全体 の発展に寄与す るこ

とを 目標に様 々な事業 を展開 している。KKCが 業界の問題解決 に向けての研究や、教 育訓練

による従事者 の資質の向上の場 を提供す るこ とで、協賛会員 となった企 業が顧客からの信頼 を

得、 さらなる企業の発展につながることを 目指 して、協賛会員の拡充活動 を実施する。
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〈教育訓練関係事業 〉

教育訓練関係事業の事業 目標である、 ビル メンテナンス会員企 業等の人材育成、 ビル メンテ

ナ ンス業界の発展のため様 々な事業を推進す る。 その事業内容は、全ての企業 に求め られ る法

令順守、社会的責任、環境へ の配慮 を考慮 した ものとする。

(1)衛 生的で快適、安全 な環境 を提供する とい うビルメンテナンス業務本来の 目的を達成す るた
めに必要な専 門的知識 ・技術 を学ぶ研修会の開催 、各企業内の社 内教 育のための研修用教材 の

発行を行 う。階層別教育、法定教育、資機材等最新技術の研修な ど、 ビルメンテナ ンス会員企

業等の従業員の人材育成 のた めの教育を行 う。

(2)平 成29年11月 「外国人 の技能実習 の適正な実施及び技能実習生の保護 に関す る法律」が

施行 され、実習実施者 において選任 された技能実習責任者 は 「養成講習」を受講す ることが義

務 となった。 ビル ク リーニング職種において も技能実習2号 の移行対象職種 とな り、外 国人技

能実習生の受 け入れが今後増加す るもの と予想 され るこ とか ら 「養成講習」を本格的に推進す

る。
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(3)ビ ル メンテナ ンス会員企業 の事業推進に役 立ち、社会 の信頼 を一層得 られ るよう機 関紙の発

行 と、有効且つ必要な関連情報を収集 しホームページ・Facebookで タイ ム リー に広く発信す る。

また、新聞 ・雑誌等へKKCの 活動の情報提供 を行い広報す る。

(4)建 築物の よりよい環境 の確保 に努める為 、建築物の用途 に応 じた管理のあ り方等につ いて調

査 ・研 究を行 う。 また、これ らに関連 した新規の教育事業 の開発 を行 う。

〈水道検査事業〉

水道法に基づく簡易専用水道の定期検査や小規模貯水槽水道検査の新規受託 と普及啓発に努

めるとともに、公衆衛生の向上と生活環境の改善に寄与するため、行政機関との連係を一層緊

密にし、必要な普及啓発活動の展開を図る。

(1)簡 易専用水道検査件数の確保 のため、マ ンシ ョン管理企業等に対 し、検査精度管理、安全配

慮 、衛生に関す る情報を提供す ることによ りKKCが 検査受託できるよ う努め る。

(2)小 規模受水槽式水道検査については水道法 に規定は無 く、任意な取扱 になっている。衛生、

安全 を確保 す るには簡易専用水道検査に準 じた取扱が望まれ ることか ら、検査の必要性 を啓発

してい く。 また、一部の市が行っている小規模貯水槽水道調査にっいて積極的に協力を行 う。

　1　 (3)震 災による被害が取 り上げ られ るなか、被 災時の飲料水の確保が大きなテーマ となっている。

この状況 をふまえ、震災時の貯水槽水道施設 の有効活用 について、飲料水 の確保の観点か ら調

査 ・研究を行 う。

〈特殊建築物定期調査事業等 〉

簡易専用水道検査業務の経験 を生か し実施 した特殊建築物定期調査 内容等を分析、考察 し、

今後 も安全 に十分配慮 し取 り組む。また、会員企業等の協力を得て継続、安定 した業務の構築

を検討す る。

〈貯水槽清掃作業業務 についての検討 、実施〉

会員企業の協力を得て継続 、安定 した業務 のあ りかた について検討 し、実施する。

具体には、大阪府域の地域分 けを行い、KKCが 受託 した貯水槽清掃 業務を希望す る会員企

業にお願いす る形での実施を考 えている。

〈万博公園関連施設管理事業 〉

日本万国博覧会記念公園の 自然文化園に関する業務は平成30年 度で終了 したが、万博 公園関

連施設の管理業務 については、KKCの 運営 を支えるために継続 して実施す る。
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3。 具体 計画

囲
ビル管理 に関わる従事者 の資質を高 め、専門的な知識 の練成 向上を図るための実技訓練、法定教育、

資格取得講座等 を開催する。

推 進 の 課 題 具 体 施 策

〈ビルメンテナンス業務初任者教育〉

新規採用者等を対象 に、必要な知識、技能を

習得 させ実務に役立てる。

・ビル ク リーニング初級研修

・ポ リッシャー基本実技講座

・設備管理初級研修

〈実務教育〉

各業務に必要な専門的、応用的知識、技術、

技能 を習得 させる実務教育を実施す る。

・ビル ク リーニング基本実技講座

・石材 メンテナンス研修会

・トイ レ基礎 講座

・設備積算管理講座

〈指導者養成教育〉

現場の リーダーに必要な知識 を身に付 け、責

任者 としての責務 を果たす ことを 目的に実施。

・清掃業務管理責任者 レベルア ップ研修

〈認 定教育〉

各業務の技能向上を図 るため、認定職 業訓練

として実施す る。

普通職業訓練

短期課程

・電気設 備 コー ス

・高圧電 気設 備 コース

〈安全 ・衛生に関する教育 ・研修〉

労働者の安全 ・衛生を確保するた め、安全教

育 を実施す る。

・危 険予 知訓練 、 リス クアセ ス メ ン ト研修

〈資格取得講座〉

受験 に必要な科 目群について学び、資格取得

を 目指す。

・ビルク リーニング技能検定受検準備講座

・第一種衛生管理者受験対策講座

〈建築物衛生法 に基づ く研修〉

建築物衛生法 により定め られた、各作業の従

事者研修を企業 に代わ り、集合教育 とい う形で

実施す る。

・清掃作業従事者研修

・清掃作業従事者研修(レ デ ィースコース)

・防除作業従事者研修

・貯水槽清掃作業従事者研修

〈警備業法に基づ く教育〉

警備業法で定 められ た現任教育(8時 間)を 、

部外実施教育 として実施す る。

・警備員現任教育

(施設警備業務(機 械警備業務 を除 く))

〈労働者派遣法に基づ く講習〉

労働者 派遣法 第36条 によ り選任 が義務付け

られている、派遣元責任者講習を実施する。

・派遣元責任者講習

〈技能実習法 に基づ く講習〉

実習 実施者 において技能実習 を行 わせ る事

業所 ごとに選任す ることとされてい る 「技能実

習責任者等講習」 を実施する。

・技能実習責任者 講習

・技能実習指導員 講習

・生活指導員講習

〈特科研修〉

行政 の就労支援事業 の受託団体 か らの依頼

によ り、日雇労働者や就職困難者等 を対象 とす

る技能講習を実施する。

・ビル ク リー ニ ン グ講 習
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新 しい管理技術 の導入 、科学的 ・合理的手法の開発等 ビル管理に関する技術 の研究、開発等に資す る

諸事業を推進す る。

推 進 の 課 題

〈管理技術の研 究 と開発〉
ビル 管理 業務 に携 わる様 々な階層 の従事者

を対象に、知識 ・技術 を習得 し、技能向上を図

るため講習を実施す る。

〈その他研修〉

ビル管理に関する研修会、セ ミナーを、時宜に

あったテーマで実施す る。

〈教育研究資料等の刊行〉

企業 内におけ る教 育研修等に供す るため、書

籍 ・DVD等 教育 ・研 究資料を発行す る。

具 体 施 策

・労務管理セ ミナー(改 正法 ・外国人雇用)

・仕事 の教え方講座(TWI)等

・時局 に即 したテ ーマ で、研 修会 、セ ミナー を随 時

開催 。

① 「ビルメン手帳」 の発行。

② 既刊書籍 の改訂版 の発行。

鞍)1 麺
KKCの 事業活動 に対す る関心を高め、一層の理解 と協力を求め るため、又KKC会 員企業に有益 と

な るよ う次の事業を推進す る。

推 進 の 課 題 具 体 施 策
・機 関紙 の発 行 。

〈広報活動の積極 的展開〉 ・ 「ホ ー ム ペ ー ジ 」 「Facebookペ ー ジ 」 に お い て
、

各種広報媒体を活用して、効果的な広報を時宜 KKCの 活動 を詳細 に紹介 し、社会に向けてKK

に応 じて推進す る。 C会 員企業 の信頼性 を高めるための情報発信。
・そ の他パ ブ リシテ ィ活動等 。
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公衆衛生の向上 と生活環境の改善に寄与す るため、水道検査事業等 の諸事業 を推進す る。水道 検査の

システムを活用 し、会員企業の協力を得た建築基準法 に基づく特殊建築物定期調査業務の検討、実施 、

受水槽清掃作業についても同様に実施す る。

〈簡易専用水道等の定期検査〉
・水道法第34条2の2に 基づ く簡易専用水道

の定期検査を継続実施 し、厚生労働省登録検

査機 関 として、公正且っ効率的な運営 を推進

す る。
・建築基準法(第12条 第1項)に 基づ く特殊建

築物定期調査を行 う。
・震災時の貯水槽水道施設 の有効活用について

検討 を行 う。

〈衛生的環境思想 の普及啓発〉

建築物における衛生的環境に関す る一般の

意識 を高め、公衆衛生の向上 と生活 環境 の改

善に寄与するため、普及啓発活動を図 る。

大阪府全域の簡 易専用水道や小規模受水槽 を対象

とした定期検査 の実施 と、そ の受検についての普

及 啓発 に努める。
・未受検施設管理者等に適正管理の重要性 と定期

検査 の受検勧誘 に努める。
・貯水槽水道 の検査実施件数の増加 に努め、地域

公衆衛生の向上 に貢献す る。
・水道検査に検査技法を応用 し特殊建築物定期調

査 を行 う。
・会員企業の協力 を得て貯水槽 清掃 を行 う。
・震 災時の貯水槽水道施設の有効活用につい て調

査 、研究を行 う。

・建築物 の適正管理 の推進を図 るため、衛生害虫の

駆除活動等へ の協賛。
・普及啓発のた めのパンフレッ ト等の発行。
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この法人の財政的基盤 を補完する とともに、ホテル等の業務 を研修 に活用す ることも検討す るな ど、

会員企業 と連携す るな ど執行体制の整備 を図る。

推 進 の 課 題 具 体 施 策

〈総合管理業務の受託〉

ホテル阪急エ キスポパー ク等 の維持管理業

務の適正かつ効果的な運営 を確保す る。

〈総合管理業務〉
・受託管理業務 を適正に執行す るため、管理体制の

合理化を図る。
・関係従業員に対する教育指導 を徹底す る。
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